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1はじめに
本邦における今日の保健・医療・福祉現場は目まぐ
るしく変化しており，複雑多岐にわたる対象のニーズ
に対して，これまで以上に個別的かつ専門的な看護実
践が看護職に求められている。
日本看護協会はそのような社会的ニーズに応える看
護職として，専門看護師制度と認定看護師制度を創設
し，両者の認定を行っている。専門看護師は看護系大
学大学院修士課程で教育を受け，専門性の高い知識と
技術を修得した後，所定の用件を満たして認定を受け
る。
一方，認定看護師制度は1996年に制度化された。日
本看護協会により認定された教育機関において教育が
行われており，2008年５月現在31の教育機関と19分野
の教育課程がある１）。それらの分野は，新たに脳卒
中リハビリテーション看護とがん放射線療法看護が加
えられ以下の19分野である：
救急看護，皮膚・排泄ケア，集中ケア，認知症看護，
緩和ケア，がん性疼痛看護，がん化学療法看護，摂
食・嚥下障害看護，感染管理，訪問看護，糖尿病看
護，不妊症看護，新生児集中ケア，小児救急看護，
透析看護，手術看護，乳がん看護，脳卒中リハビリ
テーション看護，がん放射線療法看護。
しかし，まだ認定を受けた看護師は少なく，総数
4,458名であり，皮膚・排泄ケア（818名），感染管理
（769名），緩和ケア（573名）の順となっている１）。
受験の用件は，本邦の保健師・助産師および看護師
のいずれかの免許があり，実務経験５年以上（うち３
年以上は認定看護分野）の経験を有するものであり，
臨地における実習も含め６ヶ月（600時間以上）の教
育が行われている１）。
群馬大学大学院では、2007年から専門看護師教育課
程において，がん看護分野と老人看護分野を開講して
いる。設置に先駆け設置準備委員会が実施した専門看
護師教育ニーズに関する調査２）では，がん看護，地
域看護，老人看護が上位を占めていた。大学院では，
がん看護分野と老人看護分野の両コースを設置し，専
門性を発揮できる質の高い看護師を育成している。現
在すでに認定を受けたがん専門看護師が臨床の場で活
躍をしている。
また，同年群馬大学（以下，本学）では「がんプロ
フェッショナル養成プラン」の認定を受けた。これに
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2沿った教育がすでに行われていることも考慮しなが
ら，がん看護に特化した分野（緩和ケア，がん化学療
法，がん性疼痛看護，乳がん看護）の教育課程とする
のか，今後その分野を特定して認定看護師教育機関設
置について検討する必要がある。
埼玉県を除く群馬県周辺におけるがん看護関連分野
の認定看護師教育機関は少ないのが現状である１）。
そこで，群馬県内で働く看護職を対象に認定看護師
教育のニーズを把握し，認定看護師教育課程設置の検
討基礎資料とする目的で調査を行った。
Ⅰ．用語の定義
専門看護師：看護系大学大学院修士課程において教
育を受け，複雑で解決困難な看護問題を持つ個人，家
族及び集団に対して水準の高い看護ケアを提供できる
看護職である１）。
認定看護師：ある特定の看護分野において熟練した
看護技術を用いて，水準の高い看護を実践できる者を
いう。看護現場において実践・指導・相談の３つの役
割を果たすことにより，看護ケアの広がりと質の向上
を図ることに貢献する１）。
緩和ケア認定看護師：①徹底した苦痛症状の緩和（疼
痛及び疾患に伴うその他の苦痛症状の緩和等）及び療
養の場に応じた患者・家族の QOL の向上や，②患
者・家族のグリーフケアなどを行う１）。
がんプロフェッショナル養成プラン：がん医療水準の
均等化に向けた文部科学省採択事業であり，がん医療
に携わる看護師，医師，薬剤師などの医療人の育成プ
ランである。
Ⅱ．研究方法
１．対象
対象は群馬県内の54施設で働く保健師，助産師，看
護師（管理者を含む）2703名である。認定看護師教育
の受験資格があるもののみならず，将来的に希望する
こともある場合を考慮して，施設に勤務する上記の免
許を有するもの全てを対象とした。
対象施設は，2005年に神田らの専門看護師教育課程
設置準備委員会が調査を行った基準を参考にして選定
した２）。その選定基準は地域の機関病院で外科・内
科・精神科・小児科・および分娩施設を備えている総
合病院は地域格差がないように選択されており，それ
に従った２）。訪問看護ステーション，高齢者介護施
設または介護施設を併設する病院（以下，高齢者介護
施設等），地域の保健福祉事務所と保健センター，が
ん専門病院などであり，神田らの48施設から，市町村
合併などで閉鎖または統合された保健センターを除
き，新たに総合病院など６施設を追加し，県内を網羅
した。
２．調査方法と内容
調査方法は，無記名の留め置き法による自記式質問
紙調査である。内容は属性，勤務する施設の種類と設
置主体，勤務領域，認定看護師の希望の有無と希望す
る分野および希望しない理由，本学における入学希望
の有無などであり，神田らの調査票を参考に一部追
加・修正を行った２）。
３．調査手続
１）事前に調査担当者が対象施設の看護管理の最高責
任者に調査の主旨を説明し，調査への依頼を行った。
承諾が得られた施設に対して，依頼文とともに FAX
送信票（調査応諾の有無，調査への協力可能な人数を
記載する）を送付し，再度協力の有無を確認した。送
られた FAX に基づき，人数分に相当する調査票を一
括して送付した。
調査対象者への直接の説明と調査票配布は，対象施
設の最高責任者から，対象者が所属する病棟および部
門の責任者を通じて行ってもらうよう依頼した。対象
者への説明と依頼は，調査票に調査の主旨，倫理的配
慮などを記載した依頼文を添付した。留め置き方式に
て調査し，回答後は調査票を個人が封筒に入れ封をし
たものを一括回収後，各施設に大学宛の郵送を依頼し，
回収した。
２）調査期間
2008年２月１日～同年２月22日
３）倫理的配慮
先ず調査対象施設の調査への同意を看護管理者に確
認した。同意が得られた施設の対象者へ調査の主旨，
方法，無記名により個人が特定されないこと，自由意
志による回答であり，調査による不利益をこうむるこ
とはないこと，調査の途中でも撤回は可能であること，
得られたデータは統計学的に処理し本調査の目的以外
に用いることはないことなどを文章で伝えた。調査票
配布と回収に際しては，責任者に個人のプライバシー
保護に配慮してもらうよう依頼すると共に，回収時は
個人が封筒に入れ封印して回収した。また，調査への
同意は調査票返信をもって同意が得られたものとして
確認した。
４）分析
統計ソフト SPSS16.0 Japanese による記述統計と，
認定看護師を希望する，希望しないについては x2検
3定を行い統計学的有意水準は５％とした。
Ⅲ．結果
１．対象者背景（表１）
回収率は86.9％（回収数2348）であり，そのうち認
定看護師教育希望の有無等記載漏れや回答が不備であ
ったものを除いた2,336名（有効回答率99.5％，男性
148名，女性2,188名，看護通算経験年数平均11.5±8.8
年）を有効回答として分析を行った。
年代別では，20歳代36.5％，30歳代34.4％と両者が
約70％を占め，職種別では看護師の89.0％（2,080名），
保健師8.0％（187名），助産師2.8％（64名）であった。
勤務領域別では，内科‐外科系混合病棟20.9％，外科
系病棟19.9％，内科系病棟17.9％であり，その設置主
体では，独立行政法人（国立）25.1％，公立・市立
49.0％，私立25.9％であった。
勤務する施設の種類別（複数回答）では地域の基幹
病院1,431名（うち高齢者介護施設または介護施設を
併設する病院《以下，高齢者介護施設等》242名，緩
和ケア施設を有する病院227名，訪問看護ステーショ
ン134名等を含む），大学附属病院423名（うち地域の
基幹病院34名，がん専門病院13名等を含む）などであ
った。また，認定看護師への希望があるものは36.0％
（841名），ないものは64％（1,495名）であった。認定
看護師を希望するもののうち，群馬大学における教育
を希望しているものは87.2％（733名）であった。
２．認定看護師の希望について
１）対象者背景と認定看護師希望との関連（表２）
性別にみた認定看護師になりたいと希望している者
の割合は，男性52.7％，女性34.9％であり有意差が認
められた（ｐ＜0.001）。同様に，年代別では20歳代
36.1％，30歳代41.3％であったが50歳代では17.3％と
少なく年代間に差が認められた（ｐ＜0.001）。職種別
では看護師37.7％，助産師45.3％が希望していたが，
保健師では13.9％と少なかった（ｐ＜0.001）。勤務領
表１ 対象者背景
4域別での希望割合は療養型病床群48.1％，小児・産科
病棟45.7％，内科系病棟および外科系病棟の39.3％の
順であった（ｐ＜0.001）。設置主体別では私立の施設
に勤務する41.0％と，独立行政法人（国立）に属する
36.2％の看護職が認定看護師になりたいという希望を
持っていた。
２）認定看護師希望者の背景（表３）
認定看護師を希望しているものは全体で，女性が
90.7％を占めており，年代別では20歳代36.6％，30歳
代39.5％であり，職種別では看護師の93.3％であった。
勤務領域は外科系病棟21.8％，内科系病棟19.6％，内
科‐外科系混合病棟17.2％であり，設置主体別では，
公立・市立45.3％，独立行政法人（国立）25.5％であ
った。施設の種類別では，地域の基幹病院554名，大
学附属病院143名，緩和ケアを有する病院126名などで
あった。
次に，本学における教育を希望しているものは，男
性は9.1％であり女性が90.9％を占めていた。年代別で
は20歳代35.3％，30歳代41.5％であり50歳代4.1％であ
った。職種別では看護師の93.7％，勤務領域は外科系
病棟21.6％，内科系病棟20.1％，内科‐外科系混合病
棟16.9％，設置主体別では，公立・市立44.9％，独立
行政法人（国立）25.6％などであった。施設の種類別
では，地域の基幹病院491名，大学附属病院127名，高
齢者介護施設等110名，緩和ケアを有する病院109名な
どであった。
３）認定看護師希望分野と群馬大学における教育希望
状況（図１）
認定看護師希望者全体の希望する認定分野は，緩和
ケア109名，救急看護103名，認知症看護61名，がん化
学療法59名，皮膚・排泄ケア50名，がん性疼痛看護43
名の順であり，乳がん看護は18名であった。
本学における教育を希望するものの希望認定分野
は，緩和ケア101名，救急看護99名，認知症看護60名，
がん化学療法57名，皮膚・排泄ケア49名，がん性疼痛
看護39名，乳がん看護18名などであった。
３．認定看護師を希望しない看護職
１）希望しない理由について（図２）
認定看護師を希望しないと回答したものに複数回答
で理由をたずねたところ，1471名中「興味はあるが仕
事の継続に支障をきたす心配がある」（以下，仕事へ
の支障）46.0％（677名），「教育についていけるか不
安である」（以下，教育への不安）39.9％（587名），
「入試に合格するか心配である」（以下，入試への不安）
24.7％（364名）などであった。
２）希望しない理由上位２項目回答者の背景（表４）
「仕事への支障」を理由に挙げて認定看護師を希望
しなかった対象の背景では，95％（629名）が女性で
あり，20歳代36.6％（242名），30歳代33.2％（220名）
であった。また，職種別では看護師89.4％，勤務領域
では内科‐外科系混合病棟21.9％（145名），設置主体
別では公立・市立333名（50.3％）などであった。
次に，「教育への不安」を理由に認定看護師を希望
しなかった対象の背景では，97％が女性で占められて
おり，年代別では64％が20歳代と30歳代，職種別では
表２ 対象者背景と認定看護師希望との関連
5看護師の93.2％，勤務領域では内科‐外科系混合病棟
22.6％（130名），設置主体では半数が公立・市立の施
設であった。施設の種類では，地域の基幹病院に勤務
するものが388名であった。
Ⅳ．考察
群馬県内の54施設に働く認定看護師を希望する看護
職は36％であり，そのうちの87％が本学における認定
看護師教育を受けたいと回答しており，教育ニーズは
表３ 認定看護師希望者の背景
図１ 認定看護師希望分野と群馬大学における教育希望状況
6高かった。これは先に行われた専門看護師ニーズ調査
と同じ傾向であった２）。そこで，県内看護職のニー
ズと，がん看護分野の視点を踏まえ認定看護師教育課
程の設置準備について考察する。
１．教育課程における入学者について
１）認定看護師を希望する看護職の特性
本学における教育を望んでいるのは，90％以上が女
性であり看護師であった。年代は30歳代（41.5％）と
20歳代（35.3％）が全体の77％を占めていた。この年
代は，結婚や出産などのライフイベントも多い段階で
あるが，多くの看護師が認定のための教育を望んでい
た。
勤務領域は内科系病棟と外科系病棟が６割近くであ
り，その設置主体は７割以上が独立行政法人と公立・
市立であった。「はじめに」に掲げた19分野のうち，
希望する分野は緩和ケアが最も多く，がん化学療法看
護，がん性疼痛看護が４位と６位であり，がん看護に
関する要望であった。がんの特徴として，外科系病棟
における手術や，内科系病棟に代表される化学療法な
どが挙げられ，そこに多くの認定を希望する看護職が
勤務していることが伺える。看護通算勤務年数の平均
も11年であることから，熟練した技術あるいは，模索
しながらのがん看護を行っていることが予測される。
従って，日々がん患者と向き合うなかで，さらに認定
看護師として患者個人や家族に対し，根拠に裏打ちさ
れたがんについての知識と，熟練した技術によるより
水準の高い看護実践を目指して，認定看護師教育を望
んでいるのではないだろうか。
２）群馬県と周辺県を視野に入れた教育課程設置の可
能性
現在日本看護協会に登録され，群馬県内の施設にお
いて活躍している認定看護師の総数は23名である１）。
その内訳は緩和ケア16名，がん化学療法看護２名，が
ん性疼痛看護４名，乳がん看護１名である１）。本調
査における同４分野の認定を希望している看護職は
229名であり，認定看護師希望者のうち17全分野とも
高い割合で本学での教育を望んでいた。本調査中，
「近くに教育機関があれば教育を受けさせたいので，
設置してもらいたい」という看護管理者からの意見も
複数聞かれ，管理者の視点からも期待は大きいのでは
ないかと思われる。
さらに，近隣県の緩和ケアを中心としたがん看護の
認定状況をみると，埼玉県が最も多く56名（うち緩和
ケア34名），長野県24名（うち緩和ケア13名），茨城県
21名（うち緩和ケア13名），栃木県14名（うち緩和ケ
ア４名），新潟県11名（うち緩和ケア４名）などであ
った１）。他県も本調査結果と類似した看護職の認定
希望状況であると類推すれば，本学における教育を望
む声も高いと推察される。
そして，実習は教育カリキュラムの中で大きな要素
となっている。希望分野の認定看護師から指導を受け
ることが重要であるため，近隣県に緩和ケアの指導が
可能な施設が存在することは，受験生にとっても活用
可能であり，メリットであると考える。この場合には
実習施設の確保とコンセンサスを得たうえでの教育環
境整備が必要である。
以上のようなことから本県周辺の状況を鑑みた上で
の教育機関設置の可能性は高いのではないかと考え
る。
３）その他の認定看護師教育課程への要因
2007年４月医療法の改正により，認定看護師や専門
看護師の名称および認定の種類と人数などの公表が可
図２ 認定看護師を希望しない理由
7能となった１・３）。調査を実施した病院のホームペー
ジを見ると，公表されている所がある。一般市民に自
医療施設の専門性と質の高い看護について公表し有効
に活用され始めている。
さらに，2008年の診療報酬改定により，緩和ケア，
疼痛管理，化学療法，リンパ浮腫指導管理料などのが
ん医療における看護の専門性の評価がなされ，がん性
疼痛緩和指導管理料（100点），外来化学療法加算１
（500点）が新設された４）。外来化学療法加算１の施
設基準として，看護師については相当の経験を有する
者が配属されていることとされている３）。
上記の分野について，柴田は５年以上の経験をもつ
看護師の配置が求められるとしている４）。これは認
定看護師の入学要件でもある。本調査の看護経験年数
はこの５年以上をはるかに超えていた。今後，先述の
診療報酬獲得の体制が施設に整えられてくることを想
定すると，認定看護師の存在は施設にとっても有用な
人材である。
対象者全体における年代別認定看護師希望者割合
は，30歳代が40％以上であり次いで20歳代の36.1％で
あった。また，認定看護師希望者における年代別割合
では，20歳代が36.6％であり30歳代の39.5％と合計す
ると76.1％であった。40歳代から少なくなり50歳代で
は4.4％と低い割合であった。若い年代では，認定看
護師教育を自身のキャリア開発への一つのコースとし
て捉えていることも考えられる。
一方，40歳代と50歳代が認定看護師を希望する割合
が少なかった理由の一つとして，今日の医療現場の急
激な変化への反応とも考えられる。認定看護師を希望
しなかった理由に，「現在のキャリアで実践に対応で
きる」が挙げられていた。しかし，医療技術の進歩や
変化を考えると，今後は経験年数のみではその分野の
専門性を保証できるとは思われない。
本調査対象者にはがん専門病院や地域の基幹病院お
よび大学附属病院に勤務する看護師が多かった。各自
の経験知に基づく専門性を発揮した看護を行っている
のであろうと推察される。その看護をさらに活性化さ
せるために，また自らの職務調整をしながら認定看護
師を志そうとする者を一人でも多く育てることは，本
学に求められた教育機関としての役割ではないだろう
か。その教育の本学希望者は87.2％であり，同様の専
門看護師教育ニーズ調査結果の78.5％２）に比し割合
は高かった。調査対象者は専門看護師教育に比し，認
定看護師教育の方が入学や教育期間およびカリキュラ
表４ 認定看護師を希望しなかった理由上位２項目回答者の背景
8ムなどの教育要件をより身近に感じているものと思わ
れる。
2008年３月，厚生労働省はがん拠点病院の外来化学
療法室に，専任の化学療法に携わる専門的な知識およ
び技能を有する常勤の看護師を１人以上配置すること
や，緩和ケアにもその専門的知識および技能を有する
常勤の看護師を１名以上配置することとして義務づけ
た５）。このように，診療報酬と質の確保の観点から
も，認定看護師や専門看護師の役割６）が一層求めら
れると考える。
以上のような背景から，今後各医療機関としても認
定看護師の育成と獲得に積極的になるのではないだろ
うか。社会のニーズを踏まえて，教育課程を設置する
場合の県内における受験生の確保としては当分の間は
可能であろう。また，群馬県近隣県の認定看護師希望
者も本県と大差なく存在するのではないかと考える。
専門看護師と同様に認定看護師の社会に対する宣伝が
可能となった今日，施設もこれまで以上に看護職の教
育課程の受講を支援するようになってきている。
２．今後の設置に向けた課題
１）認定看護師非希望者について
認定を希望しなかった看護職の割合は64％であっ
た。その理由の第１位では，「興味はあるが仕事の継
続に支障をきたす心配がある」としていた。回答した
対象が多く所属する設置主体は，公立・市立が最も多
く次いで独立行政法人，私立の順であった。対象の６
割以上が所属する公立・市立や独立行政法人の施設側
に，教育を希望するものには環境を整備して教育を受
けることができる体制創りが求められている。仕事を
続けながらの研修や休職・退職など，実際の受講者状
況について報告されている７）。
また，第２位の「教育についていけるか心配である」
としていた対象は，１位と同様に独立行政法人と公
立・市立に勤務する看護師であった。
その他，「入試に合格するか心配である」「認定看護
師に関する知識がない」なども上位となっており，今
後，何らかの方法による看護職自身や施設などへの認
定看護師制度や入学試験，カリキュラム等についての
情報発信等が必要である。これらの看護師は受験を希
望しないものの，条件が整えば認定看護師を目指す可
能性が高い。しかし，すべての看護職が認定看護師を
目指している訳ではない。認定看護師がすべてではな
いと感じて「現在のキャリアで実践に対応できる」
「資格をとることに魅力を感じない」「資格をとること
にメリットを感じない」などの理由を挙げる看護師も
少なからずいる。
２）認定看護師教育課程の教育体制
認定看護師教育機関を設置する場合にはセンター化
するなど，現有の機関とは別の組織にする必要があり，
その場所，人材の確保等申請に向けては大きな課題が
残されている。また，教育課程の具体的なカリキュラ
ム，指導体制，設備等についても今後の検討課題であ
る。
本調査における教育のニーズでは，緩和ケア分野の
希望が高かった。本学には教育的資源として，群馬県
がん診療連携拠点病院としての附属病院，がんプロフ
ェッショナル養成プラン，がん看護専門看護師教育課
程及びがん看護の専門外来等があり，この条件を活か
した認定看護師教育課程の教育体制は，大きな特徴と
いえるであろう。中でも，看護教員と専門性の優れた
附属病院看護職が共に行うがん看護相談外来や８），
リンパ浮腫療法の看護専門外来９）等が開設されてお
り，消化器や乳腺のがん患者はじめ，がんの再発時や
終末期のリンパ浮腫患者に対応している。この取り組
みは，認定看護師にとっては大きな学びとなることが
考えられ，教育的資源としての活用が望まれる。
しかし，これらの教育的資源をどのように有機的に
活用していくかは今後検討していく必要がある。
また，本学における認定看護師教育を希望している
ものの所属施設は，地域の基幹病院が最も多く77％を
占め，次いで大学附属病院であった。今後，さらに施
設側のニーズや，群馬県および群馬県看護協会の意向
なども把握する必要がある。そして，設置する場合に
は，これらの機関と連携して認定看護師を育成してい
くことが重要であると考える。
本学は認定看護師教育機関として，社会のニーズに
応え，より良いがん看護の充実に向けた設置準備が求
められている。
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A survey of certified nurse continuing education needs 
in Gunma Prefecture
Kikuko IWANAGA1), Tamiko MATSUDA1), Yoko UCHIDA1), 
Tamae FUTAWATARI1), Kiyoko KANDA1) and Misako KOIZUMI1)
Abstract：The purpose of this study was to clarify the continuing educational needs of certified
nurses (CN). We performed a self-administered questionnaire of 2,703 nurses (recovery rate
86.9%) who work in 54 institutions in Gunma Prefecture. 36.0% of the respondents hoped for
more continuing CN’s education, and of this group, 87% (733) wanted to do so at Gunma
University. The most frequently requested CN field was palliative care, followed by emergency
care, dementia nursing, and cancer chemotherapy nursing. The reasons for not wishing to join
a continuing education program were; fear of interfering with current work, although
interested- 46.0%, worry about keeping up academically, although interested - 39.9%, and
worry about passing the entrance examination-24.7%.
This study has shown an identifiable need for the development of a cancer nursing program
at Gunma University to better serve the needs of certified nursing professionals.
Key words：certified nurse, certified nurse education program, educational needs, palliative
care, surveillance study
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